全組織送信


《18年人事院勧告に向けた人事院交渉》

全医労「介護員の業務に見合った夜勤手当新設および増額を！」
　国公労連は７月５日、人事院に提出した「2018年人事院勧告にむけた重点要求書」に基づき、人事院交渉を行いました。人事院交渉には国公労連と全医労をはじめ各単組代表を含め11名が参加しました。

　人事院交渉には職員福祉局の大場参事官が対応しました。冒頭、國本調査政策部長が、国公労連の重点要求にかかる現段階の検討状況を質すと、大場参事官は以下のように回答しました。
１．賃金の改善等について
「今年の民間給与実態調査は、当初の予定どおり5月1日～6月18日の期間で実施し、現在集計中。概ね例年どおりの作業スケジュールで進められている。なお、今夏のボーナスについては引き続き調査中である。春闘や一時金の回答・妥結状況の集計結果には、注視しているところ。人事院としては、国公法に定められた責務を果たすべく、官民双方の給与実態の精確な把握に努めるとともに、社会経済情勢や各方面のご意見を踏まえつつ、適切に対処していきたいと考えている。
ご要望のあった諸手当については、民間の状況や公務の実態等を踏まえ、皆さんの意見も聴きながら、必要となる検討を行っていくこととしたい。
俸給表の改定については、初任給近辺の重視と全ての級号俸の改善というご要望であるが、本年の官民比較に
おいて較差が出た際の配分に係るご要望として承らせていただきたい」
２．非常勤職員制度の抜本改善について
「7月13日に予定されている会見で回答する」
３．高齢期雇用・定年延長について
「質の高い行政サービスを維持していくためには、高齢層職員を戦力としてその能力及び経験を本格的に活用
することが不可欠と考えている。そのためには、平成23年の意見の申出においても述べたように、雇用と年金の接続が確実に図られるとともに、採用から退職までの人事管理の一体性・連続性が確保され、かつ、それぞれの職員の意欲と能力に応じた配置・処遇も可能となることから、公務員の高齢期雇用について、65歳までの定年の引上げによって対応することが必要であると考えており、昨年の勧告時報告でもその旨を述べ、論点整理を進めてきたところ。
現在、2月の政府における論点整理及び検討要請も踏まえつつ、定年引上げに係る人事管理諸制度の見直しについて検討を進めているところであるが、平成23年以降の諸状況の変化に加え、民間の諸情勢を参考とするとともに、職員団体や各府省の意見も聴きながら対応していきたい。
定年の引上げが実現するまでの間においても、雇用と年金の接続の観点からの当面の措置としての義務的再任用については、新規採用者を一定数確保しながらフルタイム中心の再任用が実現できるよう、必要な取組を行いたいと考えている。
再任用職員の給与については、各府省における円滑な人事管理を図る観点から、民間企業の再雇用者の給与の動向や各府省における再任用状況等を踏まえつつ、定年の引上げに向けた具体的な検討との整合性にも留意し、職員団体の意見も聴きながら、引き続き再任用職員の給与の在り方について必要な検討を行ってまいりたい」
４．労働時間短縮・休暇制度改善等について
「民間労働者を対象とした時間外労働の上限規制等を含めた働き方改革法案が今国会で成立した。国家公務員の長時間労働の是正については、従来から重要課題として取り組んできたところであり、超過勤務予定の事前確認等の徹底等の超過勤務縮減の取組を引き続き進めるとともに、民間の動向等も踏まえ、各府省や職員団体等の意見も聴きながら、長時間労働を行う職員の健康確保等を含めて検討を進め、実効性ある措置を講じる必要があると考えている。
なお、職員の健康管理の観点からは、超過勤務手当が支給されない管理職員も含めて、適切な方法により職員の勤務実態を把握することが重要であると考えている。
職員の休暇については、従来より情勢適応の原則の下、民間における普及状況を見つつ、官民均衡の観点から必要に応じて適宜見直しを行ってきたところであり、引き続き民間の動向等を注視して適切に対処していきたいと考えている」
５．健康・安全確保、母性保護等について
「心の健康づくりに向けた対策及びパワー・ハラスメントなどのハラスメントの防止対策については、人事院として引き続き、しっかりと取り組んでいきたい。
パワー・ハラスメントについては、人事院としてもその防止に向けて取り組みを行っており、これまでも「パワー・ハラスメント防止ハンドブック」などで各府省に周知を図っているところである。引き続き本年３月の厚生労働省の「職場のパワー・ハラスメント防止についての検討会」の報告や、それに引き続く労働政策審議会の議論、パワハラに関する裁判例など社会的な動向にも留意しつつ、公務におけるパワハラ防止に係る施策等を検討してまいりたい」

これら回答を受け各単組代表が職場実態を追及しました。全医労代表からは、「ハンセン病療養所は、訓令52号改定により介護員の交代制勤務が可能になり、全国13園のうち5園で介護員の夜勤交替制勤務が導入されている。介護員の介護なしでは入所者は日常生活を維持することができない。看護師には夜間看護等手当（準夜勤務3100円、深夜勤務3550円）があるが、介護員には適用されず、介護員が夜勤する際の手当は1回730円の夜間特殊業務手当のみ。このことが非常に介護員のモチベーションを下げている。これまで介護員は超勤が支払われる「当直」で勤務していたため、交替制勤務になってから実質賃金が3～4万円賃下げになった職員もいる。また、老健施設（介護老人保健施設）などでは1回の夜勤で普通に5,000円～1万円程度の手当があるため、ハンセン病療養所を退職してそちらに再就職する職員も出てきている。いまハンセン病療養所の期間業務職員は、全国13園で300人近い欠員になっている。入所者が安心して最期を迎えるためにも、介護員の確保・処遇改善が必要であり、介護員の業務に見合った夜勤手当の新設や増額を強く求める。
休暇については、感染症にかかりやすい入所者への対応として、職員が感染症にかかると出勤停止になるが、期間業務職員の病休は無給であるため、感染症罹患の際に非常に不利益を被る。病休を有給や特別休暇にするよう求める」と訴えました。
　　これらの主張に対し、人事院側は、「ハンセン病療養所の特殊勤務手当の要望については、夜間看護等手当と特殊勤務手当の額の差は承知しており、どのようなことができるか検討しているところ。また担当に伝えたい」と回答。この他「定年引上げについては、今まさに検討している段階だが、皆様から伺った話を十分踏まえて検討をしたい」「パワハラ防止については、厚労省の検討会・調査結果を見つつ、判例などにも着目して検討を進めてまいりたい。これまでは苦情相談の件数もパワハラに比重が移っていたが、今回セクハラ事件により再び注目されているので、それについても検討してまいりたい」「再任用の諸手当については、定年引上げの検討がなされているので、そことのバランスを見ながら、各省実態も踏まえて検討したい」と再回答しました。
非常勤職員の公募の問題について国公労連から、「現場で起こっている矛盾に目を向けて、人事院として見直す時期にきている。あわせて、非常勤職員の無給の休暇の有給化を求める。また、慶弔休暇についての措置はまだ動きが見えていないので、この夏の勧告で措置すべきだ。さらに、夏季休暇も制度化すべき。同一労働同一賃金の関係は、ガイドライン案が出ているので、民間の状況をまつのではなく、国として率先して進めるべきであり、夏の人勧に向けて検討を求める。少子化が日本で大きな問題になっているので、国が率先して不妊治療にかかる助成や休暇の制度化を検討するよう求める」と追及しました。
これらの追及を受け人事院側は、「これから勧告に向けて検討する中身と勧告以外の中身もあったが、頂いた要求についてはまた検討したい」と回答しました。
最後に國本調査部長は、「『民間準拠』という回答に終始していたが、人事院の役割としてそれで良いのか疑問だ。ILOからも人事院の代償機能についての懸念や情報提供が求められている。引き続き人勧に向けて改善を検討するよう求める」と述べ、交渉を締めくくりました。
以上
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